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賛否の分かれた議案などに対する各議員の態度

議案などの名称

９月議会

○：賛成 ×：反対

※議長は

採決に加わりません。
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一般会計決算認定

07
年
度
当
初
予
算
が
議
決

さ
れ
た
07
年
3
月
、
こ
の
予

算
案
に
つ
い
て
「
定
率
減
税

廃
止
な
ど
に
よ
る
個
人
市
民

税
へ
の
影
響
、
手
数
料
の
値

上
げ
、
草
刈
機
の
貸
し
出
し

有
料
化
、
な
ど
様
々
な
市
民

へ
の
負
担
増
が
盛
り
込
ま
れ

る
一
方
、
い
く
つ
か
の
福
祉

施
策
後
退
が
見
ら
れ
る
こ
と

か
ら
、
谷
口
市
長
の
下
で
編

成
さ
れ
た
予
算
の
中
で
は
、

批
判
点
が
目
立
つ
内
容
」
と

指
摘
し
ま
し
た
。

格
差
広
げ
る
税
制
「
改
正
」

定
率
減
税
を
は
じ
め
と
す

る
税
制
改
定
な
ど
の
影
響
で
、

個
人
市
民
税
現
年
課
税
分
の

伸
び
は
約
8
億
円
。
こ
の
う

ち
税
源
移
譲
分
な
ど
を
差
し

引
い
た
、
定
率
減
税
の
廃
止

に
よ
る
庶
民
増
税
分
が
2
億

円
。
（
※
１
）

一
方
で
、
配
当
割
交
付
金

お
よ
び
株
式
譲
渡
所
得
割
交

付
金
は
、
国
策
と
し
て
減
税

措
置
が
講
じ
ら
れ
約
７
４
０

０
万
円
（
※
２
）
の
減
収
と

な
っ
て
い
る
こ
と
も
決
算
委

員
会
で
明
ら
か
に
さ
れ
ま
し

た
。
こ
の
間
の
税
制
「
改
正
」

は
格
差
の
拡
大
を
助
長
す
る

も
の
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を

指
摘
し
て
お
き
ま
す
。

こ
こ
ま
で
は
、
法
「
改
正
」

な
ど
で
起
き
た
こ
と
で
す
が
、

尾
張
旭
市
独
自
の
特
徴
と
し

て
、
使
用
料
・
手
数
料
の
見

直
し
に
よ
る
影
響
を
見
て
お

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

使
用
料
手
数
料
見
直
し
影
響

06
年
9
月
議
会
で
議
決
さ

れ
た
手
数
料
条
例
改
正
に
よ

り
、
手
数
料
収
入
は
約
９
５

０
万
円
の
増
収
と
な
り
、
総

額
約
５
９
０
０
万
円
。

住
民
票
の
交
付
な
ど
市
民

に
と
っ
て
は
必
要
に
迫
ら
れ

て
支
払
う
も
の
で
す
が
、
そ

う
し
た
避
け
ら
れ
な
い
出
費

に
対
し
て
住
民
に
負
担
増
を

求
め
た
も
の
で
す
。

体
育
施
設
の
使
用
料
に
つ

い
て
条
例
改
正
さ
れ
た
の
は
、

05
年
12
月
議
会
。
施
行
さ
れ

て
２
年
度
経
過
し
て
い
ま
す

が
、
体
育
施
設
の
使
用
率
と

使
用
料
収
入
の
推
移
を
３
年

分
追
っ
て
み
る
と
、
値
上
げ

前
の
使
用
率
48
．
７
％
か
ら
、

07
年
度
は
45
．
１
％
へ
減
少

し
値
上
げ
の
影
響
が
気
掛
か

り
に
な
る
結
果
で
し
た
。

使
用
率
の
推
移
は
、
施
設

の
改
修
や
気
象
条
件
も
影
響

す
る
た
め
ハ
ッ
キ
リ
と
は
言

え
ま
せ
ん
が
、
文
化
ス
ポ
ー

ツ
振
興
の
観
点
か
ら
、
施
設

使
用
料
の
値
上
げ
は
避
け
る

べ
き
で
す
。
歳
入
に
つ
い
て

は
、
こ
う
し
た
住
民
へ
の
負

担
増
で
な
く
、
以
前
か
ら
求

め
て
き
た
法
人
市
民
税
の
不

均
一
課
税
導
入
に
、
ま
ず
踏

み
切
る
べ
き
だ
と
あ
ら
た
め

て
指
摘
し
て
お
き
ま
す
。

歳
出
に
つ
い
て
は
、
繰
り

返
し
の
指
摘
に
な
り
ま
す
が
、

現
職
警
察
官
の
派
遣
、
電
線

共
同
溝
の
整
備
を
反
対
理
由

と
し
て
挙
げ
、
討
論
を
終
わ

り
ま
す
。

※１…07年3月、予算の聞き取りにて。定率減税廃止で２億2000万円、税源移譲分で5億8200万円、人口・所得増で5600万円見込む

との説明だった。所得譲与税H18決算額＝5億1500万円が税源移譲分。減税補填債H18年度決算額＝1億2880万円が主な低率減

税の廃止分。いずれもH19年度で全廃。

※２…決算委員会にて。配当で4125万円、株で3312万円。計7437万円。

その他…個人市民税の収納率低下。税率の変更により低所得の税率が上昇。聞き取りから収入未済額の6割程度と思われる。

約3500万円の収入未済額の増加。（減収）

９
月
25
日
に
開
か
れ
た
9
月
議
会
本
会
議
最
終
日
で
の
、

07
年
度
一
般
会
計
決
算
反
対
討
論
を
掲
載
し
ま
す
。

9月議会で議論されたのは議案23件、同意案2件、認定9件

議員提案1件、陳情1件、議員提案2件。このうち賛否の別

れた案件は上表の通りです。認定1号については川村議員

が、認定2号については塚本議員が、それぞれ反対討論を

行いました。72号議案は山下議員が反対しましたが、討論

は無く、理由は不明です。

○○ ○ ○○ ○○

×

○○○○○○ ○○○ －○○○

×

○○
認定第２号

国保特会決算認定


